
 
 （公社）全日本不動産協会 

報告事項１．令和７年度 事業活動報告に関する件 

 

令和７年度 静岡県本部事業活動報告書 

 
自 令和 ７ 年 ４ 月 １日 

至 令和 ８ 年 ３ 月３１日 

 
Ⅰ 公益目的事業 

 

（公１）適正かつ公正な不動産取引及び不動産流通の円滑化を推進する事業 

 

１．適正かつ公正な不動産取引の推進 

 

（１） 法令等違反業者に対する指導 

 適正かつ公正な不動産取引を推進するため、宅地建建物取引業法その他の法令等に違反し、

又は違反するおそれのある宅地建物取引業者に対する指導及び啓発活動を実施した。 
 

①法令違反業者に対する指導 

    本会に所属する会員について、一般消費者からの通報等を通じて、法令等に違反、又は違

反するおそれのある事実が確認された場合には、当該会員に対し、法令等の遵守に関する指

導を実施した。 

    

（２） 適正かつ公正な不動産取引を推進するその他の啓発活動 

 
①不動産取引における反社会的勢力の排除に関する啓発活動 

静岡県警等と連携し、広報誌やパンフレット等を通じ、広く宅地建物取引業者に対し、反

社会的勢力の排除に関する啓発活動を行い、適正な不動産取引を推進した。 
また、地方公共団体等と連携し、危険ドラッグ排除に向けた協定の締結を行うなど、危険

ドラッグに関する情報を知り得た場合の情報提供依頼や、会員への周知等を通じて、危険ド

ラッグ撲滅に向けた活動を推進した。 
 

●反社会的勢力の排除への協議等との連携協力 
協議会等の名称 協力内容 

公益財団法人静岡県暴力追放

運動推進センター 
令和７年度地域・職域暴力追放組織事務局責任者連絡会

議及び令和７年度暴力追放・銃器根絶静岡県民大会参加 
 
 

●危険ドラッグ排除に向けた地方公共団体等との連携協力 
連携先 概要 

静岡県・静岡県警 危険ドラッグの販売防止に関する協定（平成２６年９月２４日） 

 
②不動産取引における不当な差別の撤廃（基本的人権の尊重）に関する啓発活動 
地方公共団体等と連携し、パンフレット等の配布を通じて、広く宅地建物取引業者に対し、 

不動産取引における基本的人権の尊重の重要性に関する啓発活動を実施した。また、静岡県

や各市町が実施する居住支援事業に協力し、会員業者に対する登録の啓発等を行うことによ
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り、高齢者、障害者、外国人等の入居差別の解消に努めた。 
 
●主なあんしん賃貸支援事業等（居住支援事業）の協定等の締結状況 

締結日等 協定の名称 
平成２６年４月１４日 静岡県居住支援協議会規約 

 

   

   ●居住支援事業への参加協力状況 
実施日 内容 

令和７年 ６月 ３日 静岡市居住支援協議会設立に向けた検討会 

令和７年 ７月 ３日 湖西市居住支援協議会設立に係る勉強会 

令和７年 ７月３１日 湖西市居住支援協議会設立総会 

令和８年 １月１３日 静岡市居住支援協議会設立に向けた準備会 

令和８年 ２月１０日 浜松市居住支援に係る勉強会 

 

 

２．不動産流通の円滑化の推進 

 
（１）適正かつ公正な取引を推進する不動産流通システムを通じた不動産情報の収集及び提供 

適正かつ公正な取引を確保した不動産流通の円滑化を推進するため、不動産情報流通システ

ム「ラビーネット」を運営し、会員が物件登録・検索システム「ラビーネットＢＢ」を通じて登

録した物件情報を「ラビーネット不動産」（一般消費者向けサイト）に公開し、透明かつ公正な

不動産流通市場の形成に努めた。 
 

①災害時の情報提供に関する取組み 
災害時における賃貸住宅等にかかる情報提供、斡旋等支援にあたれるよう、地方公共団 

体との間で「災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定」等を締結し、 
また、物件登録・検索システム「ラビーネットＢＢ」では、物件登録時の項目に「災害時被 
災者優先住宅」等を設け、公益性の高い情報を迅速かつ容易に被災者及び行政等に提供で 
きるよう努めた。 
 
●災害時における不動産情報の提供及びそのための平時における情報収集活動 

協定の名称 
災害時における民間賃貸住宅の提供に関する協定（静岡県・静岡市・浜松市・磐田市） 
関東ブロック大規模広域災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定 
＊関東ブロック 
（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、静岡県） 

 
   ●被災者への賃貸住宅斡旋等の実施 
    令和７年９月５日に発生した台風１５号被災者に対し、借上げ型応急住宅の物件情報提供

を行なった。 
 
（２）不動産流通の推進に資する高度情報化のための普及啓発、研修 

総本部や流通センター等と連携し、ラビーネットやレインズ等の高度情報化システムの普
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及啓発を図るとともに、高度情報化ツールの活用方法に関する研修等を実施することにより、

不動産流通の円滑化を推進した。 
 
（３）既存住宅流通活性化事業への協力及び推進 

消費者が安心して既存住宅の取引を行うことができる流通市場の整備を目指すため、不動

産市場の活性化を図った。 
 

（４）空き家等対策の推進 
    空き家等対策の推進に関する特別措置法に基づく各自治体の施策等に協力するとともに、

中部地区土地政策推進連携協議会への参加及び静岡県（受託：静岡県空き家対策推進協議会）

や静岡市が主催する空き家に関する相談会に相談員の派遣を行なった。 
 
   ●空き家等対策への協力状況 

実施日 実施内容 

令和７年 ５月２２日 静岡県空き家対策推進協議会連絡会議 

令和７年 ７月 ５日 空き家住まいの終活に関するワンストップ相談会（静岡市主催） 

令和７年 ９月 ７日 空き家に関するワンストップ広域相談会（焼津市） 

令和７年 ９月２７日 空き家に関するワンストップ広域相談会（伊東市） 

令和７年１１月１５日 空き家に関するワンストップ広域相談会（牧之原市） 

令和７年１１月１５日 空き家に関するワンストップ広域相談会（静岡市）＊オンライン相談 

令和７年１１月２９日 空き家に関するワンストップ広域相談会（御殿場市） 

令和８年 １月２４日 空き家に関するワンストップ相談会（静岡市主催） 

 

 

（公２）不動産に関する調査研究、研修、無料相談等を行う事業 

 

１．不動産に関する研修 

本年度は、以下の研修の充実を図り、宅地建物取引業者や一般消費者等に対し、不動産取引に関

する知識を普及啓発し、安心安全な不動産取引の確保に努めた。 
 

（１）専門研修（主として不動産業従事者を対象として、業務に必要な専門的知識の習得又は向上

を目的とする研修） 
 
①宅地建物取引士法定講習 
宅地建物取引業法第２２条の２第２項に基づき、静岡県知事の指定を受けている法定講習 

を実施した。 
 

   ●宅地建物取引士講習 
 回数 実施日 実施形式 受講人数 
第１回 令和７年 ５月３０日 ＷＥＢ ３２名 
第２回 令和７年 ６月２４日 グランシップ ２４名 
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第３回 令和７年 ８月２９日 ＷＥＢ ３３名 
第４回 令和７年１０月２０日 グランシップ ２６名 
第５回 令和７年１１月２８日 ＷＥＢ ２５名 
第６回 令和８年 ２月２７日 ＷＥＢ ３６名 
第７回 令和８年 ３月 ６日 グランシップ １４名 

 
 ②全日ステップアップトレーニング／スキルアップ研修 

広く宅地建物取引業に従事する者の資質向上が求められていることに鑑み、宅地建物取引

業に従事し、又は、新たに従事しようとする者に対し、業務の基礎を習得させるための研修

をｅラーニングにて提供した。 
 

 ③宅地建物取引業開業講習（開業セミナー） 
  新たに不動産業の免許を取得しようとする者を対象として、開業申請方法、業務内容を講

義するセミナーを実施した。 
 

   ●開業セミナー 
回数 実施日 実施場所 参加人数 

第１回 令和７年１１月２８日 静岡駅ビルパルシェ会議室 ６名 
第２回 令和８年 ２月 ６日 プラサヴェルデ  １２名 
第３回 令和８年 ２月１２日 アクトシティ浜松コングレスセンター  ５名 

 
④その他の不動産業従事者向け研修（レベルアップ研修・勉強会等） 
上記のほか、不動産業従業者を対象とした研修を次のとおり実施した。 

 
   ●レベルアップ研修会 

回数 実施日 実施内容 

第１回 令和７年１０月１０日 「事業承継（M＆A）を見据えた企業づくりセミナー」 
講師：河井直也氏 

第２回 令和８年 １月２１日 「トラブルを未然に防ぐコミュニケーションを学ぶ」 
講師：芝 知美氏 

 
⑤総本部等実施事業への協力 
上記のほか、総本部等が実施する「賃貸不動産管理講習」、「全国不動産会議」等の実施に協

力した。 
 

（２）消費者研修 
一般消費者等に対し近畿流通センターが制作する動画を提供し、不動産取引に必要な基本的

知識の普及啓発を行なった。 
 

２． 不動産に関する無料相談 

 
①地方本部における無料相談業務 
一般消費者や宅地建物取引業者等に対し、静岡県本部事務所において相談を受け付けると 

ともに、街頭無料相談等の事務所外相談を適宜実施した。 
具体的な実施内容は、次のとおりである。 

 
   ●地方本部事務所における相談 

実施日等 相談件数 
電話・対面相談：原則（予約制） １４件 
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●街頭無料相談等の事務所外相談（相談員派遣含） 
実施日 実施場所 相談件数 

令和７年 ４月２２日 伊東市役所 ５件 
令和７年 ６月１１日 富士市交流センター １件 
令和７年 ６月１２日 浜松市役所会議室 １０件 
令和７年 ７月１０日 プラサヴェルデ（沼津市） １９件 
令和７年 ９月１２日 プラサヴェルデ（沼津市） １８件 
令和７年 ９月１８日 浜松市役所会議室 ９件 
令和７年 ９月３０日 
（全国一斉不動産無料相談会） 静岡駅北口地下広場しずチカイベントスペース １５件 

令和７年１０月３０日 伊東市役所 ４件 
令和７年１１月１２日 プラサヴェルデ（沼津市） １６件 
令和７年１２月 ４日 富士市交流センター １件 
令和７年１２月 ５日 浜松市役所会議室 ６件 
令和８年 １月１４日 ｉプラザ（磐田市） ２１件 
令和８年 ２月 ３日 浜松市市民協働センター ６件 
令和８年 ２月 ６日 プラサヴェルデ（沼津市） ８件 

毎月第２・４水曜日 静岡市葵区役所 ６９件 
毎月第３火曜日 静岡市駿河区役所 ３０件 
毎月第４火曜日 静岡市清水区役所 ３０件 

事務所外相談合計２６８件 
 

●相談内容 
相談内容 件数 相談内容 件数 

（１）民法に関する相談 ２０ （７）ローン等に関する相談 ３ 
（２）借地借家法に関する相談 ４９ （８）物件に関する相談 ８０ 
（３）宅建業法に関する相談 ２２ （９）鑑定に関する相談 ０ 
（４）登記に関する相談 １８ （10）空き家に関する相談 １０ 
（５）税金に関する相談 １７ （11）その他 ５８ 
（６）建築に関する相談  ５   

相談件数合計２８２件 
 

３．不動産に関する出版物の刊行 

 

当本部においてとりまとめた出版物を広く外部に配布し、不動産に関する知識の啓発に努めた。 
 

   ●広報誌の刊行  
広報誌の名称 発行回数 
全日静岡速報 ３７回 

 
 
（公３）社会的弱者の支援、地域貢献その他の社会貢献活動を行う事業 

 
静岡県における公益活動を支援推進し、地域社会の健全な発達に寄与すること、さらに社会的 

弱者を支援することを目的として、公益的団体に対する寄附活動（寄贈を含む）を実施した。 
具体的な実施内容は、次のとおりである。 
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   ●主要な寄附活動 

実施日 寄附活動先の名称 金額 

令和７年 ８月 １日 静岡県立こども病院 ２００,０００円 

令和７年１２月２３日 愛の都市訪問 ３０,０００円 

 

 

Ⅱ 収益事業等 

 

（収１）施設利用提供等事業 

 
公益社団法人不動産保証協会等に対し、事務局機能を提供し、負担金収益を得た。 

 
 

（他１）会員利便親睦事業 

 

当本部の会員の利便及び相互の親睦を図るため、配布品の提供、慶弔金の支給を行なった。 
 

 

Ⅲ その他の活動（組織・総務・財務等） 

 

○組織活動の充実強化 

 
（１）本年度の正会員加入及び退会数は以下のとおりであり、入会にあたっては公正な入会審査を 

行い、優良会員の加入促進に努めた。 
 
 
 
 
 
（２）入会パンフレットの配布 

資格取得学院に入会案内パンフレットを設置した。また、会員にチラシを配布し、入会者紹

介協力を呼びかけ会員増強に努めた。 

 

○広報活動業務 

 

 ホームページやＥメールを活用した広報活動を積極的に行なった。 

具体的な実施内容は、次のとおりである。 

 

（１）マスメディアを活用した広報活動を積極的に行なった。 

   ・新聞広告（静岡新聞、中日新聞（令和７年１０月２４日～令和８年２月１１日 計４５回） 

 

（２）業界紙等への広告 

   ・静岡県住まいづくり支援ガイドへの広告 

・（株）住宅新報社 暑中広告、年賀広告 

・静岡ビジネス社 協会ＰＲ広告 

・静岡新聞社 年賀広告 

・伊豆新聞 年賀広告 

   

 加 入 退 会 
主たる事務所 ４５社 ２８社 
従たる事務所 ８ヶ所 ２ヶ所 
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（３）インターネットによる広報活動の充実 

・ホームページのほか、Ｆａｃｅｂｏｏｋ・インスタグラムを活用し情報発信を行なった。 

 

○財務関係業務 

  

事業活動計画及び収支予算書に基づき、適正な財務執行にあたった。 
なお、昨今の物価上昇や事業運営にかかる諸経費の増加に対応するため、年会費の改定※を行った。 

※令和８年度より 

 
○総務関係業務 

 
事業活動計画に基づき適正な協会運営及び管理業務を行なった。 

 
（１）業界団体等との連携 
   業界団体が主催する総会、理事会、委員会等に出席し事業協力を行なった。 

・（公社）中部圏不動産流通機構 
・東海不動産公正取引協議会 
・東海不動産公正取引協議会静岡地区調査指導委員会 
・静岡県不動産コンサルティング協議会 
・静岡県住宅振興協議会 
・東海地区全日本不動産税務協力会 
・静岡県サブセンター連絡会 
 

（２）管理等 
・第７４回定時総会の運営及び開催 
日  時  令和７年５月２１日（水）  
開催場所  ホテルアソシア静岡  
出席状況  代議員総数７５名、出席数３１名、委任状数４１名、有効出席数７２名 
目的事項  報告事項 １．令和６年度 事業活動報告に関する件 

２．令和６年度 決算報告に関する件 
３．令和６年度 監査報告に関する件   
４．令和７年度 事業活動計画に関する件 
５． 令和７年度 収支予算に関する件 

          決議事項 第１号議案 総本部代議員選出に関する件 
               第２号議案 静岡県本部役員の選任に関する件 

① 静岡県本部理事２０名の選任 
② 静岡県本部監事３名の選任 

               第３号議案 総本部理事候補者の選出に関する件 
 

・受賞関係 
令和７年度建築住宅功労者表彰  大森 隆明（知事褒賞） 髙木 輝孝（知事褒賞） 
                玉木潤一郎（知事褒賞） 

 

・諸会議の開催 
会議名 開催日 回数 

定時総会 5/21 １回 
理事会 4/21、5/21、6/9、11/26、2/20 ５回 
常務理事会  －回 
監査会 4/9、10/14 ２回 
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総務委員会 4/9 １回 
財務委員会 11/11 １回 
組織委員会 7/11、9/9 ２回 
広報委員会 7/11、9/9 ２回 
教育研修委員会 7/4、9/11 ２回 
入会資格審査委員会 7/11、9/9 ２回 
綱紀委員会  －回 
代議員選挙管理委員会  －回 
選挙会 4/17（東部・中部・西部支部） 各１回 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

-8-


